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日米天然剣原会議(UJNR)海底地質専門部会

第3回日米合同部会に出席して

1.まえがき

1974年9月米国においてUJNR海底地質専門部会

の第3回目来合同部会が開催され日米双方の委員が参

加し部会活動や関連課題についての報告･討議ととも

に関連機関の視察米国西海岸の地質見学が行なわれた.

この合同部会を通じて種々の情報の交換今後の協力

活動の方向の検討がなされ有益な成果を得ることがで

きた.ここにその概要を報告し関係者各位への参考

に供したいと思う.またUJNRは発足以来すでに10

年の歴史と実績をもつ国際協力計画の1つであるが一

般にはなじみの薄い点もあるので最初その概要につい

て説明を加えておく.なお関連機関の視察結果につ

いては六号44頁に報告するカミ米国西海岸の地質見学の

詳細については別の機会にあらためて報告するつもりで

ある.

2.町JNRの沿革

海洋の実態解明や開発利用に関する科学技術分野にお

ける国際協力は最近多岐にわたりより活発に狂っ

てきている.これは海洋が相互関連性の強い場所であ

り海洋の科学技術の水準の向上諸問題の解決には

広範な分野および国際的な協力を必要とすることから当

然のことといえよう.その協力のかたちとしては

盛谷智之

の交流も行ない基礎科学よりもむしろ応用科学と技術

面での協力を目的としている.

この点で1961年のケネディｰ池田会談の合意に基づ

いて設置された科学者と政府高官からなる｢科学協力に

関する日米委員会｣が基礎科学に重点を置き両国政

府への勧告と協同研究の推進を目的としているのと自ず

から性格を異にしている､しかし海底地質の場合には

むしろ基礎的な面での研究協力が大き租比重を占めて

いる.

UJNRは1964年に設置されて以来すでに10年を

数えその間広範た協力活動を展開してきた.現在
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ofNatura1Re･ources)｣という.これは1964年の

第3回目米貿易経済合同委員会の決議によって設盾され

たもので天然資源の分野における情報技術資料専

門家の交換により限りある天然資源の効率的な開発と

保全の促進のため日米双方カミ相互に学びとることを目

的としている.また日米両国政府が行政的観点から
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UJNRの運営組織としては両国の担当行政部局の最高

責任者が会合する本会議(1年半ごと東京ワシントン

で開催)事務担当官会議(本会議の中間に開催)な

らびにそれぞれの協力テｰマごとに日米両国におかれた

17の専門部会そのうち海洋に関係する7専門部会を調

整する海洋資源工学調整委員会などがある(第1図参照).

各専門部会は両国各省庁機関の技術者研究者および

専門家からなる委員あるいはオブザｰバｰとして参加

する非政府機関または個人の専門家により構成されてい

る.専門部会は1年に数回国内部会を開催しま

たおよそ1年1回目来合同専門部会を開催レ1青報や

意見の交換を行ないさらに両国間で人材交流共同研

究を行たっている.UJNRの参加機関は両国とも各

省庁にわたっているがその調整には日本側は科学技術

庁米国においては国務省の要請で内務省がそれぞれ当

っている.

上記のUJNR内における海洋分野の協力組織は1967

年の佐藤一ジョンソン会談の共同コミュニケの中で海

洋の食糧鉱産物の源泉としての重要性を認識し海洋

資源の開発利用のための海洋科学技術分野における日米

両国の協力を促進することこれをUJNRの枠内で行

なうことが示されたのに基づいてつくられたものである･

最初1968年!0月の第4回目米天然資源会議で3つの

専門部会(海底鉱物資源海洋構造物海洋電子技術･

通信の各部会)と3つの連絡官(海底調査海底地質

海洋環境観測･予報の各連絡官)およびそれらの調整

に当る海洋工学委員会(MEC)が設置された.その後

1970年5月の鶏5回目米天然資源会議で海洋工学委員

会は調整機能を拡大し海洋資源工学調整委員会(M&

ECC:MarineResources且ndEngineeringCoordina-

tiOnCOmmittee)へと改組されその傘下には従来の3

専門部会に加えて3つの連絡官を専門部会に昇格させ

さらに既存の潜水技術専門部会を吸収し7つの専門部

会をもつことになった.地質調査所はこれらのうち

海底地質専門部会の日本側担当機関とたっておりまた

海底調査潜水技術の2専門部会へも委員を出している･

3.海底地質専門部会の概況

海底地質専門部会(MGPMarineGeo1ogyPane1)は

前述のとおりその前身は1968年10月第4回目米天然資

源会議で設置された海底地質連絡官でありこれが1970

年5月の第5回日米天然資源会議において海洋資源工学

調整委員会が設置された際専門部会に昇格発足したも

のである.

その協力および活動の対象分野としては海底下地質

構造海底地質層序堆積学堆積地球化学海底地質

鉱床海底地質探査技術などがとりあげられている.

当専門部会の構成は日米両国の関連政府機関すなわ

ち日本側は地質調査所公害資源研究所海上保安庁

水路部米国側は米国地質調査所(USGS)と米国海洋

大気局(NOAA)のそれぞれから選出された海洋地質

海洋地球物理海底鉱物資源の専門家の委員よりなり

これに学界産業界の指導的立場にある専門家が顧問と

して参加している.部会長は日本側は地質調査所の

元研究企画官の石和田靖章(1970～1972)から現企画室

長の岡野武雄(1972～)が米国側は米国地質調査所海

洋地質部太平洋北極海海洋地質課のParkeD.SNAYELY

Jr.(1970～)カミそれぞれ務めている.

従来の活動としては日米合同部会を2回開催数名

の研究者の交流文献情報の交換が行なわれている.

日米合同部会は第1回が1971年8月6目～21日米

国で実施され前半はカリフォルニア州を中心とした野

外巡検後半はワシントンD.C.における合同会議が開

かれた.第2回目来合同部会は1972年9月25目～10

月7目日本で開催され東京における合同会議と新

潟地区油固地帯の野外巡検が実施された.

研究者の交流とくに若い地質科学者のそれは海底

地質専門部会の活動で最優先すべきであるとの方針が日

米両専門部会で認識された.このことは今日まで日本

の研究者の米国側機関への参加というかたちで実現され

ている.盛谷智之委員(地質調査所)は1970年2月

から1年間米国ウッズホｰル海洋研究所で研修を行た

いまた米国地質調査所を訪間した.UJNR活動とも

関連をもち地質調査所の研究者は米国の調査船によ

るいくつかの航海に参加した.馬場健三技官は!971

年5月～7月スクリップス海洋研究所のメノレビィル号に

よるインド洋酉太平洋における航海に鎌田清吉技官

は197!年6月～7月コロンビア大学のビｰマ号による

日本海の地球物理探査研究に飯塚進技官は!97工年8

月～10月米国海洋大気局(NOAA)のオｰシャノグラフ

ァｰ号による北東太平洋における地質断面研究プロジェ

クト航海にそれぞれ参加した.中条純輔委員(地質調

査所)は1972年5月～9月NOAA太平洋研究所を訪

間し共1司研究に従事した.

文献図書の交換は継続的に行政われ研究活動に利用

されている.とくに米国側から日本側に提供された文

献情報は地質調査船｢白嶺丸｣の建造の際に参考資料

の1部として役立った.�
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4.第3回目来合同海底地質専門部会

4.1合同部会の行事の概要

海底地質専門部会第3回目来合同部会は1974年9月

2目から9月12目までの約10日間米国西海岸において

開催された.この間に合同会議とワシントン州シアト

ルからオレゴン州をへてカリフォルニア州サンフラン

シスコにいたる地域における海洋関係研究機関の視察お

よび地質見学が行匁われた.

訪問した機関はNOんへ太平洋研究所(シアトル)

ワシントン大学海洋学部(シアトル)オレゴン州立大

学海洋科学センタｰ(ニュｰポｰト)シェブロン海外

石油会社(サンフランシスコ)米国地質調査所太平洋

地域センタｰ(メンロパｰク)およびスタンフォｰド大

学である.これらでは研究施設の視察とともに研究

者との意見交換を行なった.

4,2合同会議の議事内容

合同会議は9月11目カリフォノレニア州メンロパｰク

の米国地質調査所太平洋地域センタｰにある太平洋北極

海海洋地質課で開催された1出席者は次のとおりである.

米国側出席者

部会長pa･keD.SNAv肌YJL米国地質調査所海洋地賓

部太平洋北極海海洋地質課

副部会長FrankF.H.WムNG同上

委員DavidW.Sc11o皿同上課長

目本側出席者

部会長岡野武雄地質調査所企画室長

委員盛谷智之同上海洋地質部海洋鉱物資源課主任

研究官

会議では次のような議題について報告と討議が行なわ

れた.

1)第2回日米合同部会以降の部会活動報告

(岡野武雄･Parke.D.SNムvELY)

2)技術報告･討議

イ)米国地質調査所の北東太平洋地域における海洋地質調査

研究(DaviaW.Sc亘0LL)

口)東南アジア地域における海洋地質調査活動の現状と将来

計画(Fran良F.H.WムNG)

ノ･)日本地質調査所の海洋地質および海洋地球物理調査プロ

ジェクト(岡野武雄)

二)日本政府の海洋科学技術計画(盛谷響之)

3)部会活動の将来計画についての討議

4)次の第4回日米合同部会の開催について

4.3各報告･討議の概要

1)第2回日米合同部会以降の部会活動報告(岡野武雄･

����乁���

日米両専門部会の1974年度の活動のノ･イライトは19

74年8月26～30目ホノノレルで開催された環太平洋コ･ネノレ

ギｰ鉱物資源会議に当専門部会が44の著名な共催団体

のうちの1つとして参加したことである.嶋崎･WANG

の両委員は本会議の協力組織運営会議に参加し嶋崎

(地質調査所)･Sc亘0LL両委員は重要な論文を提出し

た.また会期中に新造地質調査船｢白嶺丸｣が

ノ･ワイ南西方太平洋海域の地質調査航海の途中ホノノレ

ルに寄港しそれを機会に船を公開.会議出席者のうち

UJNR関係者を含む約200名を招待した.

日本側専門部会の活動としては岡野武雄水野篤行

中条純輔井上英二の各委員奈須紀幸顧問らが1974

年4月に就航した通産省の地質調査船｢白嶺丸｣の建造

委員会事務局メンバｰとして貢献したことカミ特筆される.

また1973年6月6～7目東京で開催された第7回UJNR

写真①米国地質調査所太平洋地域センタｰ(メンロパｰク)の入口

席したメンバｰ

会議に出

写真②USGS太平洋北極海海洋地質課の庁舎正面合同会議をここ

で開催立っているの舛Dr･FrankWANG米側副部会長�
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本会議に岡野部会長が出席し海底地質部会の活動報告

を行ない報告書を提出した.米国側では日本側から

の研究者の交流訪問が成果をあげている.公害資源研

究所厨川道雄技官は1973年に数カ月間メンロパｰク

の米国地質調査所地震地殻研究所に滞在し岩石力学の

研究を行なった.同じく公害資源研究所高名明主任研

究官は1973年末米国における海洋開発技術の動向調査

で出張中米国地質調査所を訪問した.

米国側顧問のスタンフォｰド大学地質学部のDr.Ja･

mesINGLEは深海掘削計画(DSDP)第31航海(1973

年6月)に共同首席研究官として参加し日本側の研究

者との協力のもと日本海およびフィリピン海における

掘削と地史の研究を行たった.米国地質調査所F･･nk

W州G委員はエカフェCCOPアジア沿海鉱物資源共

同探査調整委員会勤務の際1973年10月目本を訪間し

日本地質調査所と海外技術協力事業団によって組織され

ている沿海探査技術集団研修コｰスにおいて講演した.

1974年6月に米国側専門部会の新委員として米国地質

調査所(レストン)エネノレギｰ資源部のDr･Ro1andvon

HUENEと同海洋地質部大西洋メキシコ湾課のDr･Henry

B囲酊亘ILLが選出された.

2)技術報告

イ)米国地質調査所の北東太平洋地域における海洋地質調

査計画(DavidW.Sc亙｡LL)

米国地質調査所ではアラスカ北極海沿岸から南カリ

フォノレニアにいたる海域における資源環境西側面の海

洋地質調査計画を実施しておりその概要が説明された.

詳細については別述の各研究機関の視察報告(六号44

頁の｢アメリカ西海岸における海洋研究について｣米

国地質調査所の項)で紹介する.

口)東南アジア地域における海洋地質調査活動の現状と将

来計画(FrankF.H.WANG)

Dr.Fran長WANGはエカフェCCOP(アジア沿海

鉱物資源共同探査調整委員会)事務局のプロジェクトス

タッフの1人と,して参画している海洋地質専門家であり

この地域における鉱物資源探査に関連する海洋地質調査

活動の概要を述べた.主要な活動は

①砂鉱床の探査

②炭イ㍑k素鉱床の探査

③IDOE(国際海洋調査10年計画)東南アジア地域の共同調査

④空中磁気探査

である.

①砂鉱床につていは従来対象は主として砂錫であ

ったがこれをすべての非炭化水素鉱物資源に拡大し

砂礫燐鉱石の調査も行なう.関連して第四紀堆積

物の研究カミスンダ大陸棚地域韓国沿岸大陸棚地域な

どで計画されている.②炭化水素鉱床については各

国ですでに会社による調査が進められている.たとえ

ばインドネシアはIFPの技術者をやとってこれを行校

っている.各国政府としては鉱業権が放棄された地

域の堆積盆地下構造の基礎研究をめざしている.毎年

得られるデｰタはぼう大であるがそれを解釈できる研

究者に不見しているのが現状である.③IDOEとCC

OPの共同プロジエクト｢東南アジア地域の構造発達と

金属鉱床および炭化水素鉱床の成因との関連性について

の研究｣は第1期分として10万ドノレの予算により米

国のラモントｰドノ･ティ地質研究所スクリップス海洋

研究所などの研究機関を中心とし各国の機関･研究者

が参加した共同調査として実施される.④空中磁気探

査はCCOP参加国の沖合50%をカバｰすることを目

標に進めている.米国NOんへ海洋調査所(NOS)は

このプロジェクトを再開する予定である.

ハ)日本地質調査所の海洋地質および海洋物理調査プロジ

ェクト(岡野武雄)

地質調査所で推進している調査研究プロジェクトの内

容と進捗状況を紹介した.

①日本周辺大陸棚の空中磁気探査による調査

海底下の堆積盆地の性状を明らかにし海底鉱物資

源の賦存状況の大局的評価を目的としたこのプロジェ

クトは1969年に開始され1974年度をもって完了し

1975年度からは大陸斜面地域に拡大する予定である.

また調査解析技術については石油公団技術研究セン

タｰとの共同研究カミ行なわれている.

写真③海洋地質課内の居室で打合せ中のParkD.SNAvELY部会長

(右はし)�
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②日本列島周辺犬陸棚の海底地質に関する総合研究

この計画は大陸棚の音波･磁気･重力などの物理探

査底質採取海底撮影などの調査により20万分の

1海底基礎地質図および関連図の作成を目的としてい

る.1969年から1973年にかけ予察的校調査が行なわ

れ1974年度からは新造地質調査船｢白嶺丸｣を使

用した5カ年計画が立てられている.

③深海底鉱物資源探査に関する基礎的研究

この研究は太平洋の深海底に賦存するマンガン団

塊などの鉱物資源に関する調査技術を開発しそれら

の賦存状況形成過程を明らかにし地質図の作成を

行なうなど開発利用のための基礎資料の提供を目的

としている.この調査は1972年に傭船を使用して

開始され1974年度からは｢白嶺丸｣を用いて北西太

平洋海域において実施される.

海洋探究に関するプロジェクト4課題(1.沿岸海域の

総合調査2.日本周辺海域の総合調査研究3.大洋域の

総合研究4.調査研究機器技術および情報管理技術の開

発)技術開発に関するプロジェクト6課題(1.海洋

生物資源開発システムの開発2.海底石油開発システム

の開発3.海洋構造物の建造技術の開発4.海洋環境保

全に関するシステム的調査研究および技術開発5.深海

調査システムおよび機器の開発6.海中作業システムお

よび機器開発)

③海洋科学技術関連予算の推移

年度別でみると1970年(4,910百万円)1071年(6,

710百万円)1972年(8,110百万円)1973年(10,210百

万円)1974年(10,065百万円)である.ただし沖

縄海洋博予算1973年(16,810百万円)と1974隼(19,702

百万円)は除いた比較.

④その他のプロジェクト

沿岸海域における地質調査底質汚染の研究潜水

調査船による調査などを実施している.

二)日本政府の海洋科学技術計画(盛谷智之)

盛谷委員は1972年7月より2カ年間政府の海洋科

学技術業務の総合調整機関である科学技術庁(研究調整

局海洋開発課)に併任勤務したことから最近の海洋科

学技術政策に関連する話題を紹介した.

①海洋開発審議会の答申

海洋開発審議会は!973年10月に｢わが国海洋開発推

進の基本的構想および基本的方策について｣答申を行な

った.この中で海洋科学技術計画については.1969年

の海洋科学技術審議会(海洋開発審議会の前身)の第3

号答申の見直しが行校われ

④研究推進基盤の整備

◎沿岸域目本周辺海域大洋域のそれぞれの海域に対する

計画的な調査の実施と効果的海洋情報デｰタの管理システ

ムの確立

◎国が緊急に実施すべき6つの技術開発プロジェクト

④海洋地質研究の関連政府機関とプロジェクト

研究実施機関としては地質調査所(前出ノ･項参照)

海上保安庁水路部(20万分の1大陸棚1方および1万

5千分の1沿岸海域の海の基本図調査放ど)国土地理

院(2万5千分の1沿岸海域基本図の調査)などがある･

3)部会活動の将来計画についての討議

目米両専門部会とも海洋地質研究の共同計画の育成

にとって財政的裏付けの扱いことが深刻な問題である

が国際深海掘削計画(IPOD)や日米両地質調査所の

海洋地質調査への共同参加のような協力事業の可能性

を追求していく努力目標が合意された.そしてとくに

将来の方向について次のような勧告がとりあげられた･

①若い科学者および技術者の周本側米国側の相互での研修

および調査航海への参加

②非公式べ一スによる海洋地質分野の新しい進展や出版につ

いての相互の情報交換と評価

③日本側専門部会の国際深海堀削計画(IPOD)位置選定委

員会への参加の可能性の検討

④米国地質調査所および日本地質調査所による太平洋での共

同調査航海の可能性の探究

⑤環太平洋エネノレギｰ鉱物資源会議(第2回1978年ホノル

ルで開催予定)への共催団体としての参加

カミ提言された.

②海洋科学技術計画第2次実行計画

この実行計画は海洋開発審議会の答申の趣旨にそっ

て政府の海洋科学技術開発推進連絡会議が1974年2

月に作成したもので国が主導的な役割を果しつつ推進

すべきプロジェクトとして次のものカミとりあげられた.

4)次回(第4回)日米合同海洋地質専門部会の開催につ

いて

沖縄海洋博の開催(1975年7月20目～!976年1月!8目)

に合わせかつ野外調査シｰズンとの関連で次回は19

75年10月日本で開催することが確認された.

〔以下36頁へっづく〕�


